
平成29年3月期 第1四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成28年7月29日

（百万円未満、小数点第１位未満は切捨て）

上場会社名 株式会社 鳥取銀行 上場取引所 東
コード番号 8383 URL http://www.tottoribank.co.jp/
代表者 （役職名） 取締役頭取 （氏名） 平井 耕司
問合せ先責任者 （役職名） 経営統括部長 （氏名） 八木 俊英 TEL 0857-37-0260
四半期報告書提出予定日 平成28年8月8日 特定取引勘定設置の有無 無
配当支払開始予定日 ―
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有
四半期決算説明会開催の有無 ： 無

1. 平成29年3月期第1四半期の連結業績（平成28年4月1日～平成28年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

(注)「自己資本比率」は、(期末純資産の部合計－期末非支配株主持分)を期末資産の部合計で除して算出しております。なお、本「自己資本比率」は、自己
資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する四半期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期第1四半期 4,446 0.5 901 △4.4 620 △1.3
28年3月期第1四半期 4,421 △8.0 943 △25.5 628 △42.3

（注）包括利益 29年3月期第1四半期 △34百万円 （―％） 28年3月期第1四半期 564百万円 （△74.5％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

29年3月期第1四半期 6.62 ―
28年3月期第1四半期 6.71 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

29年3月期第1四半期 961,030 50,963 5.2
28年3月期 994,225 51,279 5.1
（参考）自己資本 29年3月期第1四半期 50,885百万円 28年3月期 51,200百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

(注)平成28年５月13日に公表いたしましたとおり、平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で併合することを予定しておりま
すが、平成29年３月期(予想)の１株当たり年間配当金は、当該株式併合を勘案しておりません。当該株式併合が期首に行われたと仮定した場合の普通株
式１株当たりの年間配当金は60円となります。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00
29年3月期 ―
29年3月期（予想） 3.00 ― 3.00 6.00

3. 平成29年 3月期の連結業績予想（平成28年 4月 1日～平成29年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 
(注)平成28年５月13日に公表いたしましたとおり、平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で併合することを予定しておりま
すが、平成29年３月期の連結業績予想における１株当たり当期純利益は、当該株式併合を勘案しておりません。当該株式併合が期首に行われたと仮定し
た場合の１株当たり当期純利益は以下のとおりです。 
 第２四半期累計期間85円40銭、通期138円78銭 

経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,100 △49.4 800 △43.5 8.54
通期 2,000 △40.4 1,300 △34.9 13.87



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表及び四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 
 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期1Q 96,199,386 株 28年3月期 96,199,386 株
② 期末自己株式数 29年3月期1Q 2,534,614 株 28年3月期 2,533,255 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年3月期1Q 93,665,623 株 28年3月期1Q 93,672,329 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

　　　　当四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年６月30日）の経常収益は、貸出金利息の減少等により

　　　資金運用収益は減少しましたが、役務取引等収益が増加したことなどから、前年同期比25百万円の増加となり

　　　ました。また、経常費用は、資金調達費用は減少しましたが、人件費等の増加により営業経費が増加したこと

　　　などから、同66百万円の増加となりました。

　　　　以上の結果、経常利益は同42百万円減少の９億１百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は同８百万円

　　　減少の６億20百万円となりました。

（２）連結財政状態に関する定性的情報

　　　　預金は、個人預金が順調に増加した一方、法人預金が減少したことなどから、当四半期連結累計期間中336

　　　億円減少の8,748億円となりました。

　　　　貸出金は、個人向け貸出は順調に増加しましたが、事業性貸出及び公共向け貸出が減少したことなどから、

　　　同２億円減少の7,212億円となりました。

　　　　有価証券は、地方債が増加した一方で、国債、その他の証券等が減少した結果、同29億円減少の1,502億円

　　　となりました。

（３）連結業績予想に関する定性的情報

　　　　平成28年５月13日に公表いたしました業績予想に変更はありません。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　　　　該当事項はありません。

　　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　　（税金費用の処理）

　　　　税金費用は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

　　　の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しております。

　　　　なお、法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　　（会計方針の変更）

　　　　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

　　　対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

　　　た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　　　　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

　　（追加情報）

　　　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

　　　第１四半期連結会計期間から適用しております。
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（３）継続企業の前提に関する注記
　　　　該当事項はありません。

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
　　　　該当事項はありません。
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４．四半期決算補足説明資料

　　当行の平成29年３月期第１四半期（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）における四半期情報に

　ついてお知らせいたします。

（１）損益状況    【単体】

（単位：百万円）

前年同期比

3,506 21 3,485

3,506 21 3,485

3,219 △ 7 3,226

331 42 289

△ 43 △ 12 △ 31

(△) 2,773 35 2,738

(△) 1,243 42 1,201

(△) 1,307 △ 18 1,325

(△) 223 11 212

732 △ 14 746

732 △ 14 746

－ － －

(△) － － －

732 △ 14 746

169 △ 36 205

－ △ 31 31

(△) － － －

(△) 36 26 10

90 59 31

0 △ 14 14

902 △ 49 951

△ 4 8 △ 12

△ 4 △ 4 △ 0

898 △ 41 939

(△) 277 △ 26 303

620 △ 15 635

△ 53 △ 18 △ 35

（コア業務粗利益 ＝ 業務粗利益 － 国債等債券関係損益）

（コア業務純益 ＝ 業務純益(一般貸倒引当金繰入前) － 国債等債券関係損益）

27年６月期

業 務 粗 利 益

資 金 利 益

業 務 純 益 ( 一 般 貸 倒 繰 入 前 )

役 務 取 引 等 利 益

人 件 費

（ コ ア 業 務 粗 利 益 ）

28年６月期

総与信関連費用（①+② +③ -④ -⑤）

税 引 前 四 半 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 利 益

特 別 損 益

四 半 期 純 利 益

う ち 固 定 資 産 処 分 損 益

コ ア 業 務 純 益

う ち 株 式 等 関 係 損 益

そ の 他 業 務 利 益

経 費

物 件 費

税 金

う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ⑤

国 債 等 債 券 関 係 損 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ①

業 務 純 益

臨 時 損 益

う ち 償 却 債 権 取 立 益 ④

う ち 偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 ③

う ち 不 良 債 権 処 理 額 ②

業務粗利益は、役務取引等利益の増加等により、前年同期比21百万円増加の35億６百万円となりました。
経常利益は、退職給付費用等の増加による人件費の増加や、株式等関係損益の減少などから前年同期比49百万円

減少の９億２百万円となりましたが、業績予想に対する進捗は順調となっております。
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　損益状況    【連結】 （単位：百万円）

前年同期比

3,544 23 3,521

3,230 △ 9 3,239

357 45 312

△ 43 △ 12 △ 31

－ － －

2,807 32 2,775

(△) △ 51 △ 20 △ 31

(△) 2 2 －

(△) 36 26 10

90 59 31

－ △ 10 10

－ △ 31 31

113 △ 21 134

901 △ 42 943

△ 4 8 △ 12

897 △ 34 931

(△) 277 △ 26 303

619 △ 8 627

0 △ 1 1

620 △ 8 628

（注）連結粗利益 ＝（資金運用収益 － 資金調達費用）+（役務取引等収益 － 役務取引等費用）+

　　　　　　　　　 （その他業務収益 － その他業務費用）

（連結対象子会社数） （単位：社）

前年同期比

1 － 1

2 △ 1 3

28年６月期 27年６月期

28年６月期 27年６月期

連 結 粗 利 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

債 券 等 関 係 損 益

営 業 経 費

与 信 費 用

株 式 等 関 係 損 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

連 結 子 会 社 数

償 却 債 権 取 立 益

持 分 法 適 用 会 社 数

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

非支配株主に帰属する四半期純損失

親会社株主に帰属する四半期純利益

そ の 他

経 常 利 益

四 半 期 純 利 益
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（２）業容等（単体） 

①貸出金

    （単位：百万円、％） 　（参考）     （単位：百万円、％）

平成27年６月末 平成28年６月末 増　減 平成28年３月末 増　減

691,528 721,759 30,231 721,999 △ 240

690,568 717,474 26,906 696,498 20,976

219,699 226,529 6,830 223,936 2,593

196,249 203,030 6,781 200,296 2,734

23,449 23,499 50 23,639 △ 140

31.77 % 31.38 % △ 0.39 % 31.01 % 0.37 %

412,095 424,341 12,246 425,364 △ 1,023

190,123 195,865 5,742 199,306 △ 3,441

221,972 228,476 6,504 226,058 2,418

59.59 % 58.79 % △ 0.80 % 58.91 % △ 0.12 %

（注）中小企業等貸出金比率は総貸出金残高に占める中小企業等貸出金残高の割合です。

②預　金

    （単位：百万円） 　（参考）     （単位：百万円）

平成27年６月末 平成28年６月末 増　減 平成28年３月末 増　減

900,958 874,854 △ 26,104 908,450 △ 33,596

873,506 883,869 10,363 888,606 △ 4,737

900,958 874,854 △ 26,104 908,450 △ 33,596

　個　人　預　金 624,850 644,690 19,840 631,717 12,973

　法　人　預　金 206,512 159,086 △ 47,426 208,703 △ 49,617

　公　金　預　金 66,766 68,795 2,029 63,516 5,279

　金　融　預　金 2,829 2,282 △ 547 4,513 △ 2,231

③預かり資産残高

    （単位：百万円） 　（参考）     （単位：百万円）

平成27年６月末 平成28年６月末 増　減 平成28年３月末 増　減

1,070,748 1,044,547 △ 26,201 1,079,954 △ 35,407

　総　預　金 900,958 874,854 △ 26,104 908,450 △ 33,596

　投　資　信　託 38,762 34,269 △ 4,493 36,761 △ 2,492

　公 共 債（国債等） 12,959 9,309 △ 3,650 10,376 △ 1,067

　年 金 保 険 等 118,069 126,115 8,046 124,367 1,748

789,698 810,259 20,561 798,923 11,336

　個　人　預　金 624,850 644,690 19,840 631,717 12,973

　投　資　信　託 36,288 32,265 △ 4,023 34,668 △ 2,403

　公 共 債（国債等） 10,583 7,281 △ 3,302 8,263 △ 982

　年 金 保 険 等 117,977 126,023 8,046 124,275 1,748

中小企業等貸出金残高（末残）

中 小 企 業 向 け

預 金 （ 末 残 ）

　総 預 か り 資 産

　個 人 預 か り 資 産

個 人 向 け 等

中 小 企 業 等 貸 出 金 比 率

預 金 （ 末 残 ）

預 金 （ 平 残 ）

消 費 者 ロ ー ン

個 人 ロ ー ン 比 率

貸 出 金 （ 末 残 ）

貸 出 金 （ 平 残 ）

個 人 ロ ー ン （ 末 残 ）

住 宅 ロ ー ン

貸出金残高は、個人ローン、中小企業向け貸出金ともに増加し、前年同月比302億円増加の7,217億円となりました。

預金残高は、個人預金、公金預金が増加したものの、法人預金の減少などから前年同月比261億円減少の8,748億円となりました。

個人預かり資産は堅調に増加しましたが、総預かり資産残高は、法人預金の減少などから前年同月比262億円減少の1兆445億円と

なりました。
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（３）「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（単体）

％ ％ ％

(注)

（４）時価のある有価証券の評価差額（単体）

○評価差額 （参考）  （単位：百万円）  

評価差額 評価差額 評価差額

株式

債券

その他

(注)

（参考）  （単位：百万円）

評価差額 評価差額 評価差額

平成27年６月末 平成28年６月末

（参考）   (単位：百万円)     (単位：百万円)

危険債権 8,169 8,418

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 3,327

平成28年３月末

7,849

1,375 2,263

1,424要管理債権 1,125 1,352

724,700正常債権

合　　　　計 12,622 11,146

平成27年６月末 平成28年６月末

　上記の平成28年６月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定す
る各債権のカテゴリーにより分類しております。また、各開示区分の金額は、平成28年６月末で自己査定を行っ
た結果に基づく各残高を記載しております。

　なお「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のうち、無価値と認められる部分については部分直接償却相当
額として当該金額を減額しております。

総与信に占める開示額の割合

総与信 706,125

11,536

1.78

平成28年３月末

693,502

  （単位：百万円）

1.51 1.56

723,494

735,846 735,031

7,059 7,438 378

うち益 うち損 うち損

その他
有価証券

8,007 8,020 13

うち益 うち損 うち益

6,113 8336,946

△ 541 288 829

子会社・関連
会社株式 －

うち益 うち損

満期保有
目的の債券

32 37 4

－

521 377

0 101

  （単位：百万円）

2,210 1

1,601 1,610 9 144

3,8242,065 3,824 0

うち益 うち損 うち益 うち損

満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式に係る含み損益は以下のとおりであります。

107 108

3,091 1

－

2,067 2

－ －

101 0

－ － － －

平成27年６月末 平成28年６月末 平成28年３月末

4,340 4,342 1 2,208 3,090

4,446 4,448 1

金融再生法開示債権は、平成28年６月末で111億円となり、前年同月比14億円減少いたしました。
不良債権比率は1.51％で、前年同月比0.27ポイント改善いたしました。

時価のある「その他有価証券」の評価差額は、61億円となりました。
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（５）デリバティブ取引（単体）

　①金利関連取引 （単位：百万円） （参考） （単位：百万円）

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

②通貨関連取引 （単位：百万円） （参考） （単位：百万円）

（注）１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

　　　２．従来、引き直し対象の先物為替予約、通貨オプション等は、上記に含めて記載しております。

③株式関連取引 該当ありません。

④債券関連取引 該当ありません。

⑤商品関連取引 該当ありません。

⑥その他 該当ありません。

（６）自己資本比率（国内基準）

　自己資本比率（国内基準）については、現在算定中であり、確定次第、後日開示いたします。

－ －

0

－

0 0 300 0

平成28年３月末

評価損益

－ － －

時　価契約額等

－

評価損益

－

区　分

取引所

－ －

契約額等 時　価

－

0

評価損益評価損益 契約額等

平成28年６月末

合　計

－

種　類

その他 －

200400

平成27年６月末

契約額等 時　価 評価損益

契約額等

店　頭

金利スワップ

0

平成27年６月末
区　分 種　類

平成28年６月末 平成28年３月末

－－

0

－

0

－ －

0

－

店　頭

通貨スワップ

取引所 通貨先物 －

4

契約額等 時　価 評価損益

－

時　価

－

5

－－ － － － －

時　価

通貨オプション －

4

－－ －

5

為替予約 596 13

－ 11,60711,119－ －

9

－ －－ － －

519 9△ 4 △ 4 1,443 13

ヘッジ会計を適用していないデリバティブ取引は時価法によっております。
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